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第 5 章 附属図書館・研究所等の整備・拡充 
 
 
第 1 節 附属図書館の整備 
 
（1）中央図書館の建設 
 

利用者サービスの充実 

 図書館は、図書館機能を支える財源と人員において厳しい環境下にあった

が、図書館サービスの発展期にあって、これに積極的に対応するため事務組

織の整備と施設の改修が行われた。事務組織は、1960（昭和 35）年 11 月に

利用者との接点となる参考掛、翌 1961 年 9 月に情報資料掛が設けられ、1965

年 4 月には、整理課・閲覧課からなる部課制（1 部 2 課 7 掛）となった。施

設面では、1962 年 4 月に部屋の用途替えを行って開架閲覧室を開設し、以

後、参考図書室・新刊雑誌閲覧室・指定図書室・総合目録室を整備し、施設

利用の改善がはかられた。利用面では、戦後中断していた指定図書制度が、

1962 年 8 月から、教官の協力を得て再開された。翌 1963 年 4 月には、学生

の書庫内立ち入りを認めたが、学生が図書の常時借り出しをできるようにな

ったのは、1965 年 5 月に図書貸出し券方式が採用されてからであった。 

 利用者サービスの体制が整ってきたことにより、これ以後、さらに一歩進

めた図書館サービスと学術資料の収集・提供に力が注がれるようになった。

1965 年 9 月、図書館活動を広く学内外に知らせるため館報「図書館情報」

が創刊された。同月、学生を対象にオリエンテーションが開始されることに

なり、配付資料「図書館利用案内―利用の手引」が継続刊行されることにな

った。また同月には、冊子体目録『九州大学学術雑誌目録―自然科学欧文編』

が刊行された。その後、『人文科学欧文編』『和文編』も刊行・配付され、九
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州大学所蔵雑誌の調査に利用されるようになった。図書についても、全学所

蔵図書の調査を容易にするため目録カードが順次整備され、1973 年 3 月に

学内総合目録として、利用者が自由に検索できるようになった。1972 年 5

月、学内研究用図書の利用を円滑にするため、新たに「学内図書相互利用申

込書」が作成され、図書館および図書室間で使用されることになった。1981

年 4 月からは、日本科学技術情報センターの「JOIS」、翌 1982 年 5 月

「DIALOG」によるオンライン文献情報検索サービスが開始された。 

 利用者サービスが充実する一方において、所蔵資料も逐次充実していった。

1976 年には重要文化財指定「大和物語」を含む故田村専一郎名誉教授（教養

部）蔵書「支子
くちなし

文庫」、1983 年にはローマ法・ドイツ法研究文献の「ヴォル

フガング・クンケルン文庫」を所蔵することができた。1977 年度からは、文

部省から共同利用促進のために外国雑誌購入費の配分を受け、自然科学系学

術雑誌を継続購入することになった。翌 1978 年度からは、人文・社会科学

分野の大型図書についても配分の対象となり、全国共同利用図書として、西

欧中世史研究文献の宝庫である「シャルル・ペラ文庫」等、貴重なコレクシ

ョンを所蔵することができた。こうしたことから、九州大学が所蔵する貴重

図書を学内外に紹介するため、1978 年 5 月以降、「中央図書館貴重文物展観」

が企画され、のち「附属図書館貴重文物展示」として、あわせて 50 回を超

える継続企画として好評を博している。 

 学術文献の複写利用は、学術情報の増加と複写機の発達により急速に増加

した。中央図書館は、1956 年から九州地区マイクロフィルムセンター館とし

てフィルムと印画紙により文献複写の依頼に応じてきたが、1965 年 9 月か

らは、電子複写機の設置によって複写物を迅速・大量に提供できるようにな

った。1978 年 4 月には、国内に所蔵しない資料を英国国立図書館（BLLD）

から複写によって取り寄せるサービスも加わり、複写処理件数は増加の一途

をたどった。こうした複写件数の増加に対応するため、1983 年 4 月に、複

写業務の一部を業者に委託した。1982 年 1 月には、国立大学図書館協議会
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により「国立大学図書館間共通閲覧券」制度が設けられ、国立大学教職員お

よび大学院学生による他大学所蔵図書の利用が進展した。 
 

中央図書館の新築移転問題 

 九州大学では 1952（昭和 27）年頃から文学部・教育学部・法学部・経済

学部の文科系 4 学部および中央図書館を国道 3 号線横の箱崎小石町の埋立地

に新築移転する議が起こり、1953 年の建築委員会においてこの将来計画が基

本方針として決定された。これをうけて中央図書館においても、館長・事務

長・各掛長をメンバーとする建築打合せ会が発足し、同年 12 月には、①新

館は最小限度の人員で、能率的に管理・運営できるよう設計・計画されたい、

②館員の健康管理・通風換気・採光等を十分に考慮されたい、③図書館の新

築は 4 学部移転完了後、長期継続事業でなく、可及的短期間に完成すること

が望ましい、など 7 項目の「図書館新営に関する基本的要求事項」が大学当

局に提出され、翌 1954 年から 1955 年にかけて建築打合せ会において新館建

築計画の調査研究が続けられた。 

 1964 年に文科系学部の移転が完了すると、中央図書館の移転を残すだけと

なり、同年 12 月 18 日には附属図書館商議委員会の諮問機関として新館建築

計画委員会が設置された。新図書館は、1953 年の計画では、文科系学部に隣

接して建設されることになっていたが、すでにこの頃には図書の増大によっ

て、教育・法・経済の 3 学部の研究室書庫が収容限度に達し、10 年後には約

1500m2 の不足をきたすことが明らかになっていた。このため教育・法・経

済の 3 学部は、「新館建築計画に当っては、この事態を慎重に考慮されたい」

として、新図書館建築案の修正を申し入れた。 

 新館建築計画委員会では、別の場所に新図書館を建築してはどうかという

意見も出されたが、他に建設場所を求めていては時間的に 1966 年度の概算

要求に間に合わないため、場所は従来の計画のままとし、3 学部から出され

た修正案にもとづき、新図書館のオープン書庫を仕切って教育・法・経済側
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の書庫を 3 学部の管理する書庫とする一応の結論をまとめて附属図書館商議

委員会に報告した。1965 年 6 月 2 日の商議委員会はこの案を承認し、1966

年度の概算要求として新館建築計画を提出したが、当時文部省で検討中であ

った大学図書館施設基準案がまだ成案を得ていなかったこともあって、1966

年度の着工は見送られることになった。 

 1967 年 2 月 20 日の附属図書館商議委員会では、新館計画の概算要求提出

にあたって、文部省内の委員会がとりまとめた「大学図書館施設計画要項」

にもとづく九州大学の図書館体系全体計画（マスタープラン）の構想につい

て審議が行われた。また、新館の敷地問題についても、あらためて各部局側

の意見が徴せられた。文科系 4 学部は、文科系学部の書庫は数年後に収容不

能となり、図書館が建設されれば書庫を拡張する余地がなくなるので、従来

の予定地での新館建築はとりやめ、別の場所に建設することを検討するよう

に要請し、商議委員会も建設予定地の再検討を考慮することになった。しか

し、新候補地の確保は容易でなく、また実現には種々の困難があることが判

明したため、当初計画の予定地にすみやかに新館の建築をはかるべきではな

いかとの意見が出されたが、従来の予定地に建設すれば将来の拡張・発展の

余地が乏しいことも合わせ考えるべきであるとの意見も出されて議論はまと

まらず、新図書館の新築移転は敷地の問題によって完全に行き詰まることに

なった。 

 

中央図書館の建設 

 その後、1970（昭和 45）年 4 月 10 日の評議会で、新中央図書館建設問題

を促進するため、医学部地区・教養部地区からそれぞれ 1 名、箱崎地区から

附属図書館長の推薦する 4 名をもって委員会を設置することが了承され、同

月 21 日の評議会において新図書館検討委員会が発足した。新図書館検討委

員会は部局長会議とともに中央図書館を早急に建設するため敷地問題につい

て検討を行い、それまでの文科系建物に隣接する建設予定地を変更して、農
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学部の旧木造建物のあ

った緑地帯予定地内に

新図書館を建設する案

をまとめた。部局長会

議の提案をうけた農学

部は、6 月 10 日の教授

会においてこの案を了

承した。 

 敷地問題が解決した

ことによって新図書館

建設問題は一挙に前進

し、1971 年度の文部省予算において中央図書館建築のための 2 年計画によ

る実施の経費が認められ、1971 年 5 月 27 日の文部省における計画協議会に

おいて最終的に九州大学総合図書館整備計画が承認された（資料編Ⅱ－569、

pp.892-896）。 

 新中央図書館は、1971 年 12 月に着工され、予定どおり 1972 年 11 月に竣

工した。新館への移転は、翌 1973 年 1 月 10 日から 19 日にかけて実施され、

2 月 6 日には落成式が行われた。閲覧業務は 3 月 6 日から開始された。3 月

には農学部が図書の一部と全雑誌を、理学部が全部の図書資料を中央図書館

に搬入し、ともに 4 月から閲覧業務を開始した。旧図書館は 1974 年 1 月か

ら保存図書館として運営が行われるようになった。 

 新中央図書館は、鉄筋コンクリート 3 階建 8059m2、防音対策上書庫を除

いてすべて二重窓となっていた。1 階は半地下式の書庫になっており、書庫

の収容力は 50 万冊であった。2 階は入口ホールを中心に、研究者閲覧室、レ

ファレンスルーム、特別閲覧室、新聞閲覧室、自由閲覧室等からなっていた。

研究者閲覧室には、理学部・農学部から搬入された新刊学術雑誌約 1500 種

類および利用頻度の高い二次資料が配架され、研究者閲覧室の隣のレファレ

図 10-15 附属中央図書館 
出典：『九州大学一覧 総括編』1978 年度。 
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ンスルームには、世界各国の

書誌・百科事典・一般辞典類

等約 7000 冊が配架された。

特別閲覧室は貴重書庫収蔵の

貴重図書および特殊図書を閲

覧するための部屋であり、新

聞閲覧室には主要日刊紙等

14 種が配架された。3 階は、

開架指定書閲覧室、ブラウジ

ングルーム、演習室、AV ブ

ース、視聴覚室兼会議室、電算機室および情報管理事務室等からなっていた。

開架指定書閲覧室には指定図書約 5000 冊が配架され、ブラウジングルーム

には画集・写真集等が配架された。演習室は利用者が数人で中央図書館の資

料を用いて研究・教育・学習を行うための部屋であり、AV ブースは自ら機

器を操作して聴覚資料により学習ができるようになっていた。視聴覚室兼会

議室には映写設備が整えられ、映写会やスライド利用による講演会、レコー

ドコンサート等が行えるようになっていた。 

 それまでの九州大学附属図書館は、文科系のための研究・学習図書館とし

ての機能の比重が大きかったが、新しい中央図書館は文科系のための機能を

果たすとともに、理学部・農学部の協力によって理科系のための研究・学習

図書館としての機能も併せもつようになり、また各部局の図書館資料の運用

に関しても連絡調整する任務を持つことが明確にされ、名実ともに中央図書

館としての業務を遂行することになった。 

1987年9月 16日には、鉄骨鉄筋コンクリート地下 1階・地上5階建5116m2

の増築が完成した。この増築の特徴は、図書の収納スペースの増大にあった。

地階（保存書庫）に集密書架を設置したことにより、約 30 万冊の図書を収

納することができるようになったのである。地上各階の用途としては、1 階

 
図 10-16 中央図書館閲覧室（1974 年） 
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に雑誌書庫、2 階に新刊雑誌閲覧室・自由閲覧室、3 階に開架閲覧室・マイ

クロ資料室、4 階に視聴覚ホール・会議室、5 階に貴重書庫・特別閲覧室・

標本室が配置された（平嶋義宏「中央図書館書庫完成にあたって」、『九州大

学図書館報 図書館情報』Vol.23, No.4、1987 年 12 月）。 

 

附属図書館整備充実構想 

 文部省は、1980（昭和 55）年の学術審議会答申「今後における学術情報

システムの在り方について」にもとづき、学術情報の量的増大と質的多様化

に対応して、大学等の研究者が必要とする学術情報を、迅速かつ的確に提供

するための全国的な学術情報システムの中枢機関として、「学術情報センタ

ー」を設置し、国立大学・共同利用機関・大学図書館等をネットワーク化す

る「学術情報システム」を構築して、このシステムのなかで大学図書館の新

たなる発展方策を推進する構想を打ち出した。 

 九州大学附属図書館においても、1981 年 1 月に中央図書館に電子計算機

を導入し、学内各部局に端末機器を設置して全学的な規模で業務の電算化を

進め、さらに北部九州地区 5 大学とのネットワーク化も推進し、最終的には

大型計算機センター等とも協力して、学術情報検索サービスを行うことが企

画されていたが、こうした状況のなかで、中央図書館および各分館、部局図

書館（室）において、その学問的性格や事務組織、それに歴史的経過の相違

等からいろいろな問題が発生し、全学の図書館体系として将来の整備充実構

想の上でどのように考えていくのかが早急の課題となっていた。 

 このため、1981 年 4 月、九州大学の図書館組織の近代化路線を探り、そ

のための改善整備充実すべき事項を整理し、全学的支援態勢のもとにその実

現をはかるための具体的方策を検討することを目的として、附属図書館長と、

研究所を除く 12 部局の商議委員 2 名中の 1 名（ただし医学部および教養部

については、医学分館長・教養部分館長）をもって構成される九州大学附属

図書館体系検討委員会が設置され、1982 年 12 月に、「九州大学附属図書館
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整備充実構想」が発表された。 

 この報告書は、①附属図書館組織・機構・機能の整備、②人事、③施設、

④予算、⑤業務電算化、⑥学術情報サービス体制、⑦資料の収集と廃棄、⑧

図書館間の相互努力など、九州大学附属図書館が、今後における九州大学の

研究と教育により貢献するために取り組まなければならない諸問題を取り上

げて検討し、その改善整備充実策の基本的方向を取りまとめたものであり、

九州大学附属図書館体系が抱えている問題点をかなり先取りしたかたちで提

示し、その問題解決の 1 つの可能性を具体的に示したという意味で、今後の

図書館体系のあり方を検討する際の出発点としての意味をもっていた。 

 

図書館業務の電算化 

 1981（昭和 56）年 1 月、中央図書館に国立大学ではじめて電子計算機が

導入された。図書館の基本的な日常業務を電算化することによって、業務量

の増大と人員不足とのアンバランスを打開するために導入されたもので、中

央図書館の電子計算機と学内の分館・図書室の端末機をオンラインで結ぶと

ともに、北部九州地区の国立大学の図書館とのネットワークを形成すること

によって、電算化のより効率的な実施とその成果のより有効な利用をめざし

ていた。 

 1981 年 4 月には JOIS（JICST Online Information System, 日本科学技

術情報センターのオンライン情報検索システム）による情報検索サービスが

開始され、1982 年 5 月からは受入データの入力、更新および会計処理を中

心に図書受入業務がオンライン処理によって行われるようになった。 

 1983 年には北部九州地区国立大学図書館機械化ネットワークの地区セン

ターとしての業務が開始された。九州大学の中央図書館をセンター館として、

北部九州地区の国立大学、すなわち九州工業大学・福岡教育大学・九州芸術

工科大学・佐賀大学・佐賀医科大学の 5 大学の附属図書館をコンピュータシ

ステムで接続し、それぞれの図書館の機能を一本化することによって 6 つの
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大学図書館の利用体制を総合的に向上させようというもので、各大学の図書

館がそれぞれ行っていた目録作成などの図書館業務は、その大部分が中央図

書館のコンピューターによって一括処理されることになった。こうした図書

館業務の電算化の進展に対応して、1983 年 4 月には、中央図書館に学術情

報課が設置され、中央図書館の事務部は 3 課 10 掛となった。整理課は、全

学図書館の連絡調整機能をはじめ総合目録の編成、総記的全国書誌の収集、

全学外国雑誌予約、および中央図書館資料の収集・整理等を、閲覧課は、図

書館資料の閲覧・貸出・相互利用・文献複写、および文献調査等の参考業務

を、学術情報課は、学内および北部九州地区国立大学加盟館における図書館

資料の目録・所在情報に関するデータベースの構築、中央図書館をセンター

館とするオンライン等業務の電算処理の開発・運用をそれぞれ所掌すること

になった。1988 年 4 月には、整理課、閲覧課、学術情報課が情報管理課、

情報サービス課、情報システム課にそれぞれ改められた。 

1986 年 4 月に東京大学文献情報センターの改組により学術情報センター

が設置されると、同年 12 月に附属図書館は NACSIS-CAT（目録所在情報サ

ービス）の利用を開始し、学術情報センターによる全国規模の目録システム

に参画した。1987 年 4 月には NACSIS-IR（情報検索サービス）、翌 1988 年

4 月には NACSIS-MAIL（電子メールサービス）、1992（平成 4）年 4 月か

らは NACSIS-ILL（図書館間相互貸借システム）の利用を開始して、利用者

サービス関連業務の効率化を図った（九州大学自己点検・評価委員会編『九

州大学 教育と研究』Ⅰ、九州大学、1993 年、p.172）。 

ILL の利用件数は、1990 年度の 3 万 6524 件から 1994 年度の 5 万 3575

件に増加した。このうち大学間の協力状況をみると、図書の相互貸借では、

他大学からの申込み受付件数は、年間平均 400 件で推移していたが、他大学

への依頼件数は、1990 年度の 182 件から 1994 年度の 550 件に増加した。

文献複写では、申込み受付件数が 1990 年度の 2 万 5576 件から 1994 年度の

3 万 7787 件に、依頼件数が 1990 年度の 1 万 0359 件から 1994 年度の 1 万



第 5 章 附属図書館・研究所等の整備・拡充 

587 

4824 件に増加した（九州大学自己点検・評価委員会編『九州大学 教育と研

究』Ⅱ、九州大学、1996 年、p.187）。 

さらに附属図書館は、1992 年度から OPAC（オンライン利用者用目録シ

ステム）の提供を開始し、1993 年度からは学内 LAN（九州大学総合情報伝

達システム「KITE」）に接続して、学内外の学術情報の迅速な収集・提供体

制を整備した。 

 
（2）分館の建設 
 
教養部分館の建設 

 1959（昭和 34）年に附属図書館教養部分館が設置されて以来、教養部分

館新築の要望は各方面から強く出されていたが、講義室や教官研究室あるい

は学生の厚生施設の整備拡充を優先せざるをえなかったため、図書館の新築

は後回しにされてきた。教養部分館は、1923（大正 12）年に旧福岡高等学

校の図書館および講堂として建てられた木造の建物で、すでに老朽化して図

書館としての機能は果たしえなくなっており、貴重な資料を保管し運営して

いくにはあまりにも危険な状況となっていた。このため、全学的な視野に立

った教養部分館の拡充整備は焦眉急を要する問題となっていた。 

 こうしたなかで、教養部分館の建設は、1978（昭和 53）年度の概算要求

がいったん見送りとなったのち、1979 年に実現の運びとなり、同年 4 月に

着工し、翌 1980 年 2 月に竣工した。 

 新分館は、教養部構内の北西にある旧分館跡地を西側に若干拡張したスペ

ースの、学生および教官の利用動線上望ましい位置に建てられた。規模は鉄

筋コンクリート 3 階建、総面積 5155m2、利用者座席数 670 席で、学生自習

室としての第一閲覧室、第二閲覧室、開架閲覧室、ブラウジングルーム、視

聴覚室、AV 室、雑誌閲覧室、研究閲覧室、貴重書庫、身障者に対する施設

等を完備した。書庫の収蔵力は約 36 万冊で。約 15 年間の図書館資料の増加
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に対応できる近代的な

図書館である。図書館

機能は、主として教養

部学生のための学習図

書館であるが、中央図

書館のキャンパスから

離れていることもあっ

て、学問分野全般の基

礎資料、および歴代教

官によって寄贈された特色ある多量の史料を所蔵し、教官に対する教育・研

究の機能をも兼ね備えた。1981 年には、附属図書館のオンライン・ネットワ

ークシステムによる業務電算化を導入し、業務全般の効率化をはかるととも

に学術情報センターとも接続して、システムの基盤作りに参画した。 

 

医学分館の建設 

 1956（昭和 31）年に設置された附属図書館医学部分館は、歯学部および

薬学部の新設によって単独学部のための図書館から医・歯・薬 3 学部のため

の図書館として機能・性格が拡大し、医科系複合分館として機能することに

なったため、1970 年 4 月から医学部分館から医学分館に名称を変更した。 

 1973 年 4 月には、情報化時代に即応した利用者へのサービスを考慮して

SDI サービスを開始し、同年 5 月からは、医療技術短期大学部の図書行政を

医学分館で引き受けることになった。 

 すでに学術雑誌の中央化を行っていた医学分館は、1977 年に文部省から

医・歯・薬学系外国雑誌の九州地区センター館に指定され、外国雑誌購入費

の予算配当を受けた。これは九州地区における医・歯・薬学系の外国雑誌の

共同利用を促進するために実施されたもので、医・歯・薬学系の学部を持つ

九州地区国立大学の協力を得て 204誌を選定して医学分館に配架することに

図 10-17 附属図書館教養部分館（1980 年竣工） 
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なった。これによって医学分館は将来にわたる地区大学へのサービスの充実

と迅速化をはかるため、ファクシミリ等の導入を計画するとともに、1979

年 3 月から JOIS 文献検索サービスを開始した。その後、外国雑誌のセンタ

ー館構想も一段と充実され、1986 年現在で、購入雑誌は約 900 誌に達した。

さらに、将来計画の一環として、文献複写サービスの円滑化をはかるためフ

ァクシミリが導入され、従来にも増して、その利用と効果は顕著なものとな

った。 

 医学分館では、1977 年に書庫が狭隘となったため図書の一部を旧心療内科

病棟へ移していたが、1980 年度の概算要求で医学分館の新営が認められ、

1981 年 11 月、医学部の臨床研究棟の北側に医学分館鉄筋コンクリート 3 階

建 4216m2が竣工した。新館の完成に伴い、医療技術短期大学部図書室の図

書も一緒に配架されるようになった。 

 新分館の建設にあたっては、その機能を重視するとともに、それまで研究

図書館的でありすぎた点を考慮し、学習図書館であると同時に研究図書館で

もあるという 2 つの機能を満足させるように配慮された。この構想を実現す

るため、1 階を学習図書館としてのスペースに充て、指定図書・参考書を配

架した。研究図書館としては、2 階と 3 階にそれぞれ外国雑誌・和雑誌の閲

覧室と書架を置き、参考調査掛を 2 階に配置し、JOIS を含め、利用者の便

に供するように配慮された。3 階には、和雑誌の書架および閲覧室のほか、

医学分館が保管している貴重図書や各教室が保管している古書などを保存展

示するための部屋が設けられた。 
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第 2 節 附置研究所の再編と拡充 
 
（1）産業労働研究所の廃止 
 
研究所問題 

 国立大学の附置研究所は、学部では遂行困難な特別な研究に専念するため

に設置された機関であり、教官当積算校費等も学部より高めに設定されてい

る。しかし、1970 年代になると、時代の要請によって高エネルギー物理学研

究所など、従来の研究所の規模を越えた文部省直轄の研究所が設置される一

方、本来の使命を終了したのちもそのまま存続する附置研究所がみられるよ

うになり、文部省は附置研究所の全面的な見直しを行うようになった。 

 その結果、小規模で効率がよくないと見なされた研究所は、特別施設維持

経費の 10 年間を越すものの機械的な打ち切り等によって、窮乏化の道をた

どり始めた。また文部省は、1973（昭和 48）年に名古屋大学に水圏科学研

究所を設置して以後、大学への研究所の附置を打ち切り、かわって積算校費

が学部なみの「研究センター」の設置を推し進め、同時に「文部省所轄並び

に国立大学附置研究所所長会議」などあらゆる機会をとらえて研究所の見直

しを要請した。そして、概算要求時には、研究所の見直しが求められ、研究

所の廃止などを明確にしなければ、大学が希望する改革は容易に認められな

いようになっていった。 

 

産業労働研究所の整備拡充計画 

 1949（昭和 24）年に設置された産業労働研究所は、昭和 20 年代には鉄鋼

業や石炭業を中心に、炭坑における経営と労働や九州における労働組合の研

究が行われ、昭和 30 年代に入ると炭坑合理化問題の研究が集中的に行われ

た。また、昭和 30 年代はエネルギー革命によって炭坑がつぎつぎと閉山し

ていく時期にあたり、資料が散失する前に精力的に炭坑関係の文献資料収集
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が行われた。 

 しかし産業労働研究所は、九州大学の他の附置研究所が高度経済成長期に

つぎつぎに部門を増設していったのに対し、組織的には創設以来の 2 部門の

ままであった。こうしたなかで、昭和 40 年代に入って、大学の制度改革が

問題となると、研究所のあり方が課題となってきた。研究所の統廃合問題は、

1970 年頃から具体化が要求され、産業労働研究所の将来の整備拡充計画とし

て、文科系施設の統合による 5 部門以上の研究所大型化案が当面の課題とな

り、文学部附属九州文化史研究施設および教育学部附属比較教育文化研究施

設との合併による文系研究所設立案にもとづいて、文学部長および教育学部

長との交渉がもたれた。 

 もう 1 つは、公害研究所の設置構想である。公害研究所の設置構想は、医

学部や薬学部を中心に検討が進められていたが、大気汚染や水質汚濁などの

ほか、食品公害、農薬公害、騒音など多様化する公害問題には理・工・農の

各学部も関係が深く、さらに公害行政や公害法、経済発展と公害防止の調和

などの関係から、法・経済両学部も含めて計画が具体化されることになり、

1970 年 5 月 26 日の部局長会議で設置準備委員会が設置された。これは、産

業労働研究所を基礎に関係学部の協力によって研究所を拡大するというもの

であったが、産業労働研究所内部にも異論があり、関係学部の思惑もあって

計画は進展しなかった。その後、学際大学院構想が出され、文系大学院構想

も一応固まったが、これもその後の進展はみられなかった。 

 1970 年代になると、財政の硬直化と物価の上昇によって、産業労働研究所

の予算は相対的に縮小の方向をたどり、図書購入費、定期刊行物、印刷費等

の予算縮小によって研究活動に支障をきたすようになった。また、既設 2 部

門の研究内容の違いは研究プロジェクトを組むのを困難とし、予算規模と組

織からみて研究所としての存立に矛盾が感じられるようになっていった。 

 1974 年からは、ふたたび文科系施設との合併によって、5 部門を目標に拡

充をはかることが試みられたが、関係学部の合意を得ることができず、1975
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年 8 月の教授会では、その打開策として、石炭資料館（研究施設）に改組し、

既設 2 部門をそれぞれ法・経済両学部の新講座に振り替えるという提案が行

われた。 

 

産業労働研究所の廃止 

 1976（昭和 51）年 9 月 1 日の教授会では、産業労働研究所設立以来の拡

充計画に対する経緯と現下の状況を考慮して、①産労研が現在までに果たし

た研究成果を継承発展させうる組織・制度として、その実現が可能であると

認められる場合には、産業労働研究所の改組または転換を推進するものとす

る、②前項にいう新しい組織・制度については、1975 年 8 月の教授会提案

を含め、諸般の事情を考慮して、総合的に検討策定するものとする、③前 2

項についての検討決定については、産労研教授会で審議するほか、関係の深

い文科系学部にも検討を依頼し、連絡調整のうえ円滑に進めるように努める

ものとする、④上記の検討決定は、1978 年 5 月を目途として行う、との提

案が了承され、翌 1977 年 5 月 6 日の教授会において、1978 年度の概算要求

に産業労働研究所の附属施設として石炭資料館（センター）を入れることが

決定された。 

 1978 年 6 月 30 日の評議会では、1979 年度の概算要求を行うにあたって、

産業労働研究所を、同研究所の設置の趣旨およびこれまでの研究成果を実質

的に継承するとともに、将来に向かっての発展をはかることを目途に、1977

年度の経済学部経済工学科の新設を含め、石炭研究資料センターの設置およ

び法社会学専攻を目指す法学部の講座増設を行うこととして発展的に解消す

ることが了承された。 

 このようにして、1979 年 3 月 31 日をもって産業労働研究所は廃止され、

4 月 1 日から新たに石炭研究資料センターが設置された。同年 3 月の『産業

労働研究所報』第 73 号（終刊号）には、中
なか

楯
たて

興
こう

所長による「産業労働研究

所史」が収められている。産業労働研究所は西日本で唯一の社会科学系研究
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所であったが、質的転換の契機をつかむことができず、結局拡充発展を遂げ

ることができないまま廃止された。鉄鋼業や石炭業を中心に研究を進めてき

た産業労働研究所は、戦後の北九州工業地帯の盛衰とその命運をともにした

といえるのである。 
 
（2）生体防御医学研究所の設置 
 
温泉治療学研究所創立 50 周年 

 温泉治療学研究所は 1981（昭和 56）年 10 月に創立 50 周年を迎えること

になっていた。このため、1979 年 1 月 19 日の教授会で 50 周年記念事業に

ついて検討が行われ、1 月 31 日の同窓会幹事会において、50 周年記念式典

の開催、記念講堂の建設、50 年史の編纂、庭園整備を主な内容とする記念事

業を実施することが決定された。そして、50 周年記念事業後援会が設立され、

さらに募金委員会が設置されて積極的な募金活動が開始された。 

 ところが、1979 年 4 月に大分合同新聞社社長の長野正が附属病院で検査

中に内臓を損傷し、6 月に死亡するという事故が発生したため、温泉治療学

研究所を挙げてその対応に忙殺される事態となった。さらにこの事件をきっ

かけに、50 周年記念事業についても厳しい批判が加えられるに至った。 

 このため、教授会・同窓会幹事会・募金委員会等における討議の末、事業

内容を変更することとし、1980 年の同窓会総会で了解を求めた。そして 1981

年 1 月になって、ようやく募金活動を再開することを確認し、同時に 50 年

史編纂の具体案が決定された。また、創立 50 周年記念事業としての特別行

事は、同年 9 月 9 日の教授会で行わないことを決定した。 

 『五十年史』は、当初は 1981 年の 50 周年記念式典のときに配布する予定

であったが、こうした情勢のため大幅に遅れ、実際に刊行されたのは 1983

年になってからであった。この間、温泉治療学研究所は生体防御医学研究所

に改組され、1982 年 3 月 31 日をもって廃止されたため、年史の記述も同時
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点で終わっている。 

 

生体防御医学研究所の設置 

 温泉治療学研究所は、温泉治療医学の面において多くの業績をあげ、また

附属病院は、東九州の基幹病院として地域医療の向上に大きな貢献をしてき

た。しかし、多角的研究の必要性が強く望まれるなかで、温泉治療学研究所

の拡充は必ずしも充分でなく、また 1976（昭和 51）年の大分医科大学の新

設による地域医療体制の変化もあって、将来構想を検討する必要性に迫られ

ていた。 

 温泉治療学研究所の改組については、すでに 1970 年頃から研究所内にお

いて検討が行われていたが、具体的な計画をまとめるには至らなかった。と

ころが、1979 年の医療事故をきっかけとして、大学事務局と医学部との間で

も温泉治療学研究所の将来について意見の交換が行われるようになった。当

時、学際大学院構想の一環として生命科学独立研究科を春日原地区に設置し

ようという計画が進められており、温泉治療学研究所もこの計画の中に含め

ることが考えられたが、春日原地区を中心に考えられた計画は遠い将来の構

想としてはともかく、当面の改組問題としては現実的でないとして再検討さ

れ、基礎医学関係の研究所を設置しようとする医学部の主導によって、医学

部附属癌研究施設との統合による温泉治療学研究所の改組案が論議されるよ

うになった。そして、1980 年 7 月 3 日の温泉治療学研究所の教授会におい

て、癌研究施設との統合による、免疫病、癌、その他難治疾患に関する学理

およびその応用に関する研究を行う生命医学研究所への改組が了承された。 

 改組の要項は、①温泉治療学研究所と医学部附属癌研究施設とを統合して、

生命医学研究所に改組する、②生命医学研究所は福岡県に置き、基礎研究部

（福岡）と臨床研究部（別府）の 2 研究部をおく、③両研究部の有機的連繋

を維持するため、教授会のほかに研究連絡委員会を常設し、各研究課題につ

いて両研究部の教官で構成する研究グループ会議を常設する。また基礎研究
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部と医学部との連繋を維持するため連絡委員会を常設する、④研究所に附属

病院を置く。附属病院は小型の総合病院ではなく、設置目的にかなった特定

の疾患についての専門病院の方向で改編する、⑤研究所は大学院医学研究科

の大学院学生の教育に対し新しい教育方法により積極的に取り組むこととす

る、というものであった。この改組によって、温泉治療学研究所は、50 年の

研究業績をもとに新たな研究分野への発展と基礎研究部門の拡充をはかるこ

とができ、癌研究施設は、研究組織区分による量的制限からの脱却と部門増

の実現、そして学理の臨床応用の場を得ることができる、とされていた。新

しい研究所の名前は、当初は生命医学研究所とされていたが、1982 年度の概

算要求は応用医科学研究所でまとめられ、最終的に生体防御医学研究所に決

まった。 

 このようにして 1982 年 4 月 1 日、生体防御医学に関する学理およびその

応用の研究を目的として、生体防御医学研究所が設置された（資料編Ⅱ－

570、p.896）。部門は、生化学、ウイルス学、細胞学、免疫学、遺伝学、感

染防御学、臨床免疫学、臨床腫瘍学、生殖生理内分泌学、臨床遺伝学、生気

候学の 11 部門であり、このうち基礎研究部門の生化学、ウイルス学、細胞

学、免疫学の 4 部門は、それぞれ癌研究施設の化学、病理、細胞、免疫の各

部門の振り替え、遺伝学と感染防御学の 2 部門は新設であった。また、臨床

図 10-18 生体防御医学研究所と同附属病院 
出典：『九州大学一覧 総括編』1982 年度。 
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研究部門の臨床免疫学、臨床腫瘍学、生殖生理内分泌学、臨床遺伝学、生気

候学の 5 部門は、それぞれ温泉治療学研究所の内科、外科、産婦人科、皮膚

泌尿器科、温泉地生気候学の各部門が振り替えられたものであった（資料編

Ⅱ－571、p.897）。生体防御医学関係部門への転換が困難であった温泉治療

学研究所の温泉理学部門は、生産科学研究所附属地熱開発センターに移され

た。 

1992（平成 4）年 4 月には、生体防御医学研究所附属発生工学実験施設が

設置された。発生工学実験施設は、マウスの胚を自在に操作し、計画的に遺

伝子を変換できる発生工学実験を行うための施設であった。同年 3 月には、

生体防御医学研究所に RⅠ研究棟 474m2が竣工した。 

 生体防御医学研究所の設置に伴い、温泉治療学研究所附属病院は生体防御

医学研究所附属病院と改称した。5 つあった診療科の名称は従来のままであ

ったが、中央診療施設はリハビリテーション部が慢性疾患診療部に改められ

た（資料編Ⅱ－572、pp897-899）。また 1990 年 6 月 8 日、附属病院の皮膚

泌尿器科は体質代謝内科に名称変更された。さらに 1992 年 4 月 10 日、附属

病院の内科、外科、産婦人科、温泉地生気候内科はリウマチ膠原病内科、腫

瘍外科、生殖内分泌婦人科、気候内科にそれぞれ名称変更された。同年 3 月

には、附属病院に高エネルギー放射線治療棟 623m2が竣工した。 

 1984（昭和 59）年 3 月、福岡の病院地区に生体防御医学研究所の基礎研

究棟 2919m2が竣工し、6 月 30 日に落成記念式典が行われた。 

 
（3）応用力学研究所の拡充 
 
部門の増設 

 応用力学研究所は、発足時以来の流体研究部と材料研究部に加えて、1962

（昭和 37）年に海洋災害研究部、1966 年に高エネルギー力学研究部を置い

ていたが、1973 年には、新たに海洋環境研究部を設置し、海洋環境における
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力学過程の研究を開始

した。海洋環境研究部

は、海洋災害研究部か

ら移された沿岸海象力

学部門と、1973 年に設

置された海洋流体力学

部門および 1976 年に

設置された海底土床力

学部門の 3 部門で構成

されていたが、海底土床力学部門は 1986 年 3 月に廃止され、4 月には海洋

境界力学部門が設置された。 

 一方、海洋災害研究部は、海洋環境研究部の設置によって沿岸海象力学部

門が海洋環境研究部に移され、船舶安全性部門と耐波浪構造学部門の 2 部門

となったが、1981 年に海中作動力学部門が設置されて 3 部門となった。 

  高エネルギー力学研究部は、1966 年から 1971 年にかけて 3 部門が設置さ

れ、さらに 1979 年には高エネルギープラズマ力学部門が増設されて 4 部門

となった。この間、流体研究部の水文学部門は、1973 年 4 月に計測流体学

部門と改称された。 

 これによって、応用力学研究所は 16 部門となり、海洋環境研究部と海洋

災害研究部の計 6 部門が「大エネルギー力学過程」の研究に、高エネルギー

力学研究部の 4 部門が「高エネルギー力学過程」の研究にあたり、この両力

学過程の解明の基礎となる共通の基礎力学過程の研究には流体研究部および

材料研究部の計 6 部門があたることになった。 

1991（平成 3）年 4 月には海中作動力学部門が廃止され、海中計測システ

ム学部門が増設された。 

 

 

図 10-19 応用力学研究所 
出典：『九州大学一覧 総括編』1986 年度。 
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筑紫地区への移転 

 1983（昭和 58）年 2 月、筑紫地区に応用力学研究所研究棟 9812m2 が竣

工し、同年 9 月には応用力学研究所の筑紫地区への移転が完了した。翌 1984

年 3 月には、材料研究部実験棟鉄筋コンクリート平屋建 436m2、海洋シミュ

レーション実験棟鉄筋コンクリート平屋建 1103m2、トライアム実験棟鉄筋

コンクリート 2 階建 6042m2が完成した。 

 海洋環境シミュレーション実験棟には、海洋環境シミュレーション水槽と

呼ばれる大型実験水槽（長さ 54m・幅 1.5m・高さ 2m）のほか、海中実験用

水槽（長さ 37m・幅 2.5m・高さ 4m）、風洞付内部波水槽（長さ 17m・幅

0.6m・高さ 0.8m）が設置された。海洋環境シミュレーション水槽では、海

洋風、海洋波、流れなど海洋に生じている主な現象が再現され、大気海洋間

の相互作用、波と流れの相互作用、風・波・流れが共存して生じる暴風海面

の実体などの解明を目的とした実験的研究が進められた。 

 津屋崎海洋災害実験所には、1974 年 3 月に海洋波シミュレーション装置、

同年 10 月に固定式海洋観測ステーション、翌 1975 年 10 月に浮遊式海洋観

測ステーションが設置され、1984 年 1 月には、加振風洞上家 146m2が竣工

した。 

 

附属強磁場プラズマ・材料実験施設の設置 

 応用力学研究所では、エネルギー密度の高い状態の力学過程の研究に関連

して高エネルギー材料実験設備が設置され、1978（昭和 53）年度からは、

炉心プラズマの基礎研究の一端を担うべく、高温プラズマの閉じ込めと加熱

に関する研究に着手し、高温・高密度プラズマの閉じ込めと加熱の基礎実験

装置として「強磁場実験装置 TRIAM-1」を建設し、①強磁場トカマクプラ

ズマの閉じ込めとその比例則の研究、②トカマクプラズマの追加熱法として

の乱流加熱法の有効性の検証、③乱流加熱法によるプラズマイオンの加熱機

構の解明などに数々の成果をおさめた。 
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 1982 年度からは、さらにこの成果の大規模装置への適用性を明らかにする

ため、5 か年計画で「強トロイダル磁場実験装置 TRIAM-1M」の建設が進め

られ、1984 年 3 月に筑紫地区にトライアム実験棟が竣工した。同装置は 1986

年夏頃に完成し、本格的実験が開始されることになった。 

1987 年 5 月には、強磁場プラズマ・材料実験施設が 1996（平成 8）年度

までの時限付きで設置された。同施設は、高エネルギープラズマ力学部門を

振り替えたものであった。これにより、TRIAM-1M による実験研究は同施

設を中心として行われるようになった。1990 年 7 月には、強磁場プラズマ・

材料実験施設電源棟 1758m2が竣工した。 

 
（4）機能物質科学研究所の設置 
 
生産科学研究所の部門増設 

 1975（昭和 50）年 4 月、生産科学研究所に有機触媒反応化学部門が 10 年

間の期限付きで設置された。北海道大学の応用電気研究所の光計測部門、東

北大学の高速力学研究所の高速電磁流部門とともに設置されたもので、いず

れも 1985 年度末までの存続となっていた。前年の 1974 年には、東京大学の

理学部附属高エネルギー物理学実験施設が 5 年間の期限付きで設置された

が、附置研究所でははじめてのことであった。これは、附置研究所の研究部

門が、時代の変化によって当初の設置意義が薄れてもなお形骸化して存続し、

社会の要請や学術の発展から取り残されるのを防ぐことを目的とするもの

で、予算の拡大を食い止める意図も含まれていた。2 年後の 1977 年 4 月に

は、地熱鉱床学部門が 1987 年 3 月までの期限で設置された。 

 1978 年 4 月、それまでの鉱山学系、化学系、機械工学系の 3 研究部を、

資源開発研究部（炭田ガス、炭田地質、地熱鉱床学、九重地熱資源開発実験

所の 3 部門附属 1 施設）、資源化学研究部（石炭構造化学、石炭反応化学、

有機資源化学、有機不安定中間体化学、気相系反応中間体化学、有機触媒反
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応化学の 6 部門）、熱流体システム研究部（発熱工学、空気工学、熱及び物

質移動の 3 部門）に改編し、石炭ガス化部門を石炭反応化学部門に、タール

化学部門を有機資源化学部門に名称変更した。しかし、この資源開発研究部、

資源化学研究部、熱流体システム研究部という研究の枠組みは必然性に欠け、

また学問分野の変容や工業技術体系の変化に対応する上で問題があるとの批

判を受け、部門内容および研究組織を先駆的研究を担当できる体制に改組す

るように求められた。 

 1980 年 4月には熱エネルギー輸送工学部門が 1987 年 3月までの期限で設

置された。これによって生産科学研究所の部門は 13 部門となり、熱流体シ

ステム研究部は 4 部門になった。1985 年 3 月には、1975 年に設置された有

機触媒反応化学部門が廃止され、4 月から光機能材料化学部門が設置された。 

 

筑紫地区への移転と附属地熱開発センターの設置 

 1960 年代に旧法文経建物に移転した生産科学研究所は、その後の部門増設

によって建物が手狭になり、1970 年代には糟屋演習林への移転を検討した

が、1977（昭和 52）年に春日原米軍基地跡地の一部を取得することができ

たため、同地に移転することになった。1981 年 2 月、筑紫地区に他の移転

部局にさきがけて生産科学研究所棟 9883m2 が竣工し、同年 12 月に同地に

移転した。 

 1982 年 4 月には、生産科学研究所附属地熱開発センターが設置された。

温泉治療学研究所の改組に伴い、その理学部門を移して設置されたもので、

従来の九重地熱資源開発実験所は、地熱開発センターの九重分室として地熱

開発研究の前進基地的性格をもつようになった。1985 年 3 月には、生産科

学研究所研究棟および附属地熱開発センター研究棟 1405m2 が竣工した。翌

1987 年 1 月には、生産科学研究所エネルギー変換システム装置棟 465m2も

竣工した。 
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機能物質科学研

究所の設置 

 生産科学研究

所は創立以来、

産業における基

礎的・応用的研

究に関して、資

源開発工学、資

源化学、熱流体工学の分野で貢献をなしてきたが、学問分野の変容ならびに

工業技術体系の変化に伴って、従来の部門内容および研究組織では先駆的研

究の進展が望めない状況となってきた。そうしたなかで、九州大学の研究所

構想検討委員会は、先端科学技術に用いられる光電変換、半導体、分子認識

選択透過性等の機能を有する物質に替わるべき次世代の高性能機能性物質の

開発が時代の要請となっていることをとらえて、機能性物質の創製とその利

用システムに関する研究を行うことを目的として、生産科学研究所を「機能

物質科学研究所」に改組する案を取りまとめた（「生産科学研究所臨時教授会

議事録」1986 年 6 月 9 日）。 

この方針に沿って概算要求が行われた結果、1987（昭和 62）年 5 月 21 日

に政令第 148 号をもって「国立学校設置法施行令」が改正され、生産科学研

究所は機能物質科学研究所に改組された（資料編Ⅱ－573、p.899）。機能物

質科学研究所には物質合成、素子開発、システム工学の 3 部門（大部門）お

よび機能物性学の 1 部門（客員部門）が設置された（資料編Ⅱ－574、p.900）。

大部門制への改革は、新しい機能性分子の設計・合成から組織化、機能誘導、

機能評価、機能性物質開発およびその利用システムまでの一貫した研究体制

をとるというねらいをもっていた（「生産科学研究所臨時教授会議事録」1986

年 6 月 9 日）。なお、地熱開発センターは工学部附属地熱開発センターに移

行された。1993（平成 5）年 4 月には、機能解析部門（客員部門）が増設さ

 
図 10-20 機能物質科学研究所 
出典：『九州大学一覧 総括編』1990 年度。 
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れている。 

 
 
第 3 節 学内共同施設の増設 
 
（1）学内共同利用施設の設置 

 

 昭和 40 年代に入ると、各部局に所属しない学内共同利用施設が多く設置

されるようになった。学内共同利用施設は、特定の部局だけでなく全学の利

用に供するために設置されたもので、それぞれの部局が同じ種類の設備や機

器を別々に保持するよりも共同で集中配備した方が効率的でその充実がはか

りやすい場合や、1 部局だけでは保持・運営することが困難な大型機器や高

度な設備を必要とする場合に設置された。1966（昭和 41）年 4 月の「国立

大学設置法施行規則」の改正によって新たに設置が認められるようになった

もので、東京大学の総合研究資料館、大阪大学の工作センターとともに、九

州大学の生物環境調節センターがはじめて学内共同利用施設として設置され

た。 

 その後、九州大学ではしばらく学内共同利用施設の設置はみられなかった

が、昭和 50 年代に入ると、1975 年に熱帯農学研究センターが設置され、以

後、1977 年に情報処理教育センター、1979 年に石炭研究資料センター、1980

年にアイソトープ総合センター、1982 年に中央分析センター、1985 年に遺

伝情報実験施設および留学生教育センターと、つぎつぎに設置されていった。 

  これらの各学内共同利用施設は、「国立学校設置法施行規則」にもとづいて

文部省から正式に設置が認められた施設であったが、九州大学にはこのほか、

中央計数施設と超高圧電子顕微鏡室、特殊廃液処理施設の 3 施設が学内規則

によって学内共同利用施設として設置された。 
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（2）生物環境調節センター 

 

 生物学研究の進展に伴って、自然環境のなかで営まれている生物の生命現

象をより深く理解するため、厳密に調節された人為環境を作る必要性が各方

面より強く要請されるようになった。こうしたなかで、農学部では、1956（昭

和 31）年度・1957 年度の機関研究費で環境自動制御温室（ファイトトロン）

が設置され、その後、制御温室を中心に果樹材木等生理生態実験室、防音環

境実験室、植物病害虫環境調節実験室が相次いで設置されていった。1964

年度からは農学部に生物環境調節に関する実験施設が設置され、維持費とし

て若干の予算がつくようになったが、不足分は施設を利用した講座が負担し

ていた。 

 環境調節装置の必要性はその後ますます強く認識され、その利用がさらに

拡大される状況になったため、農学部は既存の実験室を全学に供出すること

によって、全学共同利用センターとすることを計画した。この計画は、1965

年 7 月 13 日の学部長会議で設けられた準備会で検討が行われ、1966 年 4 月

12 日の評議会において全学的な共同利用研究施設として生物環境調節研究

センターを設置することが決定された。 

 また、同年 4 月 5 日には、文部省令第 22 号をもって「国立学校設置法施

行規則」が改正され、「当該大学の教員その他の者に教育又は研究のため共用

させる施設として」、学内共同利用施設が置かれることになり、4 月 1 日から

生物環境調節センターが設置された。文部省令では生物環境調節センターと

なっているが、学内規則では生物環境調節研究センターと、名称に「研究」

の文字が入っている。 

 生物環境調節センターが正式に設置されたことによって、1967 年度には動

物環境調節実験室、昆虫環境調節実験室等を含む本館鉄筋コンクリート 2 階

建 1150m2 が竣工し、翌 1968 年度には特殊環境調節実験室鉄筋コンクリー

ト平屋建 400m2が完成した。1979 年 1 月にはグロスキャビネット室 185m2
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が竣工し、1982 年 3

月には高精度環境制御

実験棟 2230m2が竣工

した。 

 生物環境調節センタ

ーは、生物学関連領域

の研究に多用な制御環

境を提供することを目

的として、基本的な環

境要素として気温およ

び湿度の制御を行った。空気制御環境は自然光条件と人工光条件に分かれ、

人工光下では光強度および照明時間の制御がなされた。これらの環境制御で

は生物に対する環境の作用を調べる上に最適な条件を設定しうるように配慮

され、研究の目的および生物材料によって使用する施設を選択できるように

なっていた。また、人工照明グロスキャビネットではメンテナンス体系の合

理化によって連続稼働を可能にし、これによって長期間の研究にも対応しう

るようになっていた。 

 

（3）熱帯農学研究センター 

 

 九州大学の農学部は、設立時の国情や地理的位置から、当初から熱帯農業

の研究が期待されており、戦時中に海南島への熱帯農学研究所の設置が図ら

れたが、戦局悪化によって実現しなかった。 

 熱帯農学研究センター設立の具体的な計画が、農学部を中心に立てられた

のは、昭和 40 年代に入ってからのことであり、1966（昭和 41）年 4 月 28

日の農学部教授会において熱帯地域農業科学研究所の新設が議題に上り、

1967 年度の概算要求において、「熱帯地域における農業科学ならびに農業の

 
図 10-21 生物環境調節センター 
出典：『九州大学一覧 総括編』1974 年度。 
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発展、ひいてはわが国におけるそれらの発展に寄与するために、熱帯地域の

農業に関する科学的研究、とくにその基礎的研究を行う」ことを目的として、

12 部門からなる熱帯地域農業科学研究所の要求が行われた。一方この頃、理

学部においても、「熱帯地域の基礎的自然研究をより有効に組織化して促進す

る」ことを目的として、3 部門からなる九州大学熱帯生物研究施設の新設が

計画されており、関係者の間で話し合いがなされた結果、1968 年度からは熱

帯生物研究施設の構想を組み込んで、熱帯地域農業科学研究所の設立要求が

続けられることになった。1970 年 6 月 19 日には、熱帯地域農業科学研究所

設置準備委員会が発足し、他方、全国農水産関係学部長協議会の協力も得て、

その設置をより強く文部省に働きかけることになった。 

 1972 年度からは、それまでの研究所構想にさらに全国共同利用的な性格が

加えられ、名称も熱帯地域農業科学研究センターと変更された。翌 1973 年

度からは、「全国研究者の共同利用センターとして、熱帯農学研究者を全国的

に結集し、熱帯地域の農業及びこれに関連する環境の基礎的、総合的研究を

行うと共に、現地における教育並びに熱帯地域諸国との科学者の交流、留学

生の交換などを通じての諸協力によって熱帯農業の発展に寄与する」ことを

目的として、名称を熱帯農学研究センターと変え、1974 年度には学内共同研

究施設としての性格が加えられた。その結果、1975（昭和 50）年 4 月 1 日、

文部省令第 8 号をもって「国立大学設置法施行規則」が改正され、熱帯農学

研究センターが設置された。 

 発足当初は農学科の農学第二講座の 1 室を借りていたが、翌 1976 年 4 月

に旧演習林本部に移転した。このように、熱帯農学研究センターは、名称と

ともにその性格や組織は変遷したが、熱帯地域住民の生活・文化の向上に寄

与するための基礎的な科学研究を行うという基本理念は、一貫して引き継が

れており、学内共同利用センターであると同時に熱帯農業に関しては全国共

同利用センター的役割を果たすことが期待されている。 
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（4）石炭研究資料センター 

 

 石炭研究資料センターは、1979（昭和 54）年 4 月、産業労働研究所の廃

止に伴い、その継承の 1 つとして設置された。産業労働研究所は、九州地方

における鉄鋼業、石炭業を中心に研究を推進し、相当の成果を挙げてきたが、

昭和 40 年代に附置研究所のあり方が問題にされるようになると、改組拡充

について検討が行われるようになった。しかし、改組拡充計画はいずれも具

体化しなかったため、1975 年 8 月の教授会において、産業労働研究所の石

炭資料館への改組および 2 部門の法学部・経済学部への振替が提案され、翌

1976 年 9 月の教授会において、産業労働研究所の研究業績を継承発展させ

る新しい組織への転換をはかることが決定された。その後、これを前提とし

て、新組織について検討が続けられ、石炭産業に係る文献・資料の収集・整

理・展観等の資料館的機能に加えて、研究機能面を重視し、石炭産業の成立

から発展・崩壊にいたる過程の社会経済史的、社会政策的・労働関係論的な

総合研究ないし旧産炭地域の鉱害、工業再配置等に関する研究を行う学内共

同利用の研究施設とすることで意見の一致をみた。 

 こうして、1978 年度の概算要求において石炭資料センターの設置が要求さ

れ、翌 1979 年度の概算要求では、名称に「研究」を入れて石炭研究資料セ

ンターの設置が要求された。この概算要求は、九州大学の重点項目として要

求され、1979 年 4 月 1 日から石炭研究資料センターが発足することになっ

た。建物は、法文学部の演習室であった産業労働研究所の建物をそのまま引

き継いだ。 

 日本の石炭産業が、「エネルギー革命」の下で壊滅的打撃を受けたのは、昭

和 30 年代から 40 年代はじめにかけてであり、石炭関係の貴重な一次的文

書・資料等はすでに多くが廃棄され、残存のものも散失寸前の状態にあった。

資料の散逸と収集の時期とのズレは資料の収集に多大の困難を生じさせた

が、経営資料、労働資料、炭坑用具、炭坑札など貴重な資料を収集し、その
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総数は、三菱端島炭鉱資料、杵島炭鉱資料、炭労九州地方本部資料、三池炭

鉱労働組合資料等、総点数 5 万点に達した。 

 

（5）アイソトープ総合センター 

 

 九州大学における放射線および放射性物質に関する研究は、医療用をはじ

め放射能泉や放射性鉱物の研究など古くから行われていたが、第 2 次大戦後

に人工放射性同位体が入手できるようになると、その利用研究は飛躍的に発

展するにようになった。 

 日本に放射性同位体がはじめて輸入されたのは 1950（昭和 25）年のこと

であり、九州大学にも同年末に配布された。このため同年 4 月には、理学部・

医学部・工学部・農学部の教授を会員とする九州大学放射性同位元素研究会

が発足し、1952 年 4 月には医学部の法医・衛生・細菌学教室の地階に九州

大学放射性同位元素中央研究室が開設されたが、多くの研究者はその後も各

研究室の一隅で充分な防護設備もなく研究を続けていた。 

 しかし、1957 年 6 月に「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関

する法律」が制定され、従来のやり方では実験ができなくなり、急遽理学部

一号館を改造して、放射性同位元素専用の実験室として共同利用することに

なった。しかし、同実験室は木造の粗末なもので、放射性物質の貯蔵庫、換

気装置なども不備で満足な研究ができる状態ではなかった。このため、1960

年に全学共同利用の放射性同位元素使用施設として、鉄筋コンクリート平屋

建 208m2の箱崎地区放射性同位元素総合実験室が新設され、全学的運営委員

会の下で運営されることになった。この新実験室の設置に伴い、木造の旧実

験室は、セミハイ・レベル実験室と称して、小量のベーター放射体だけを取

り扱う実験室として残された。その後、箱崎地区放射性同位元素総合実験室

は、放射性同位体を利用する教職員学生の増加に対応して、1966 年に約

349m2、さらに 1976 年に 522m2が増築された。 
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 一方、病院地区にあ

った九州大学放射性同

位元素中央研究室は、

箱崎地区放射性同位元

素総合実験室の設置に

伴い、1960 年 4 月に

九州大学医学部放射性

同位元素総合実験室と

名称が改められた。し

かし、箱崎地区放射性

同位元素総合実験室は

キャンパスが離れていて利用が困難なうえ、施設の利用者が増加したため、

堅粕地区放射性同位元素総合実験室の建設が計画され、1963 年 3 月に生化

学教室裏の空地に同実験室鉄筋コンクリート 2階建 104m2が完成し、翌 1964

年 3 月に 67m2が増築された。さらに 1966 年 3 月には放射性同位体を使用

する医学部・薬学部の学生の教育施設として放射性同位元素総合学生実習室

鉄筋コンクリート平屋建 432m2が建設され、翌 1967 年 1 月には中性子実験

室鉄筋コンクリート平屋建 151m2が実験室に隣接して建てられた。しかし、

放射性同位元素総合実験室は利用者の増加によってますます手狭になり、

1972 年 1 月には 669m2が増築され、1977 年 3 月には廃棄物保管倉庫 60m2

が建てられて、合計 901m2となった。 

 このように、各学部・教室の放射性同位元素実験室がつぎつぎに設置され

る一方、箱崎地区・堅粕地区両総合実験室も大幅に拡充されたため、全学に

散在している原子力諸施設の管理を一貫して行うための放射性同位元素セン

ターを設置することが計画され、1968 年 6 月 7 日の評議会において、その

ために必要な諸問題を審議するための放射性同位元素センター設置準備委員

会が設置された。しかし、放射性同位元素センターの設置についてはなかな

図 10-22 アイソトープ総合センター（箱崎地区実
験室） 

出典：『九州大学一覧 総括編』1982 年度。 
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か理解が得られず、ようやく 1980（昭和 55）年 3 月 31 日に文部省令第 5

号をもって「国立学校設置法施行規則」が改正され、4 月 1 日からアイソト

ープ総合センターが発足した。これによって、従来の箱崎地区総合実験室、

病院地区総合実験室、病院地区学生実習室、セミ・ハイレベル実験室の 4 施

設はアイソトープ総合センターに統合されることになった。1982 年 8 月に

は箱崎地区と病院地区にそれぞれ箱崎地区実験室鉄筋コンクリート 2 階建

936m2および病院地区実験室鉄筋コンクリート 2 階建 749m2が完成した。 

 

（6）中央分析センター 

 

科学技術の発展に伴い、化学分析や構造解析に用いる各種分析装置や特殊

な研究用試料作成のための大型装置が欠かせなくなってきた。しかし、これ

らの装置はその性能が高度化するにつれて大型化し、各講座の予算で購入で

きる枠をはるかに越えるとともに、その維持運転も必ずしも容易でなくなっ

てきた。こうしたことから、各種分析装置を共同利用設備として集中設置し、

専従技術者を置いて有効利用をはかることが望まれるようになった。そして、

九州大学大学院化学部会と表裏の関係にあった九州大学化学集談会委員を通

じて集まった理学部・医学部・薬学部・工学部・農学部・教養部の委員が協

議した結果、早急に公式の委員会を設けて施設の設立に進むべきであるとの

結論に達し、中央分析施設の設立を目的とした委員会の設置を要望する要望

書を評議会に提出した。こうして、1964（昭和 39）年 3 月 17 日の評議会に

おいて中央分析センター設立準備委員会を設置することが決定された。1967

年 5 月 30 日の評議会では、理学部・工学部・農学部の委員を各 1 名増員し

て、設置運動を強力に推進することを決定するとともに、この委員会の目的、

性格を明確にするため「中央分析センター設置準備委員会要項」が制定され

た。 

 しかし、この計画はすぐには実現に至らなかった。このため 1971 年には、
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これを打開する方法と

して、工学部の各教室

の分析機器を 1 か所に

集中して工学部各学科

の共同利用の分析機器

センターを設立するこ

とが計画され、5 月 13

日の工学部教官会議に

おいて工学部分析機器

センターを設置するこ

とが了承された。当時工学部においては、すでに関係各教室に各種の大型分

析機器が設置され、個別には他からの分析依頼にも応じていた場合もあった

が、さらに工学部内の広範な要望に答えるとともに、これによって全学的な

分析センターの実現をうながす契機とすることを考えて設置されたもので、

1972 年 2 月 1 日に工学部分析機器センターとして発足した。1972 年度には、

応用化学別館（旧九州大学工業教員養成所）の 1 階全部と 2 階の一部が緊急

営繕工事によってセンター機器室として整備され、分析機器の約半数を配置

するとともに、センター事務室が設けられて、センターとしての形が整えら

れたが、正式の施設ではなかったため予算措置はほとんどなく、関係教室の

協力に多くをよらねばならなかった。しかし、1974 年 4 月にはこうした努

力が認められ、工学部附属分析機器センターとして正式に発足することにな

った。 

 その後、1982（昭和 57）年 3 月 31 日に文部省令第 4 号をもって「国立学

校設置法施行規則」が改正され、4 月 1 日より筑紫地区に全学共同利用施設

として中央分析センターが設置された。それまでの工学部附属分析機器セン

ターは中央分析センター工学分室と改められた。中央分析センターの建物は

1983 年 10 月に着工し、翌 1984 年 3 月、筑紫地区の東南の一画に 3 階建

 
図 10-23 中央分析センター 
出典：『九州大学一覧 総括編』1986 年度。 
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1332m2が竣工した。 

 中央分析センターは、大型高性能装置を集中管理して、その有効な学内共

同利用をはかるとともに、分析と試料作成のためのサービス業務を行うこと

を目的とした。中央分析センターの共同利用装置は、センター所属のものと、

各部局に所属しつつ登録を受けたものとがあり、筑紫地区の中央分析センタ

ーには、エスカスキャンニングオージェ表面分析装置、四軸型自動 X 線回折

計、エネルギー分散 X 線回折計、蛍光 X 線分析装置など 37 装置が、また箱

崎地区の工学分室には、核磁気共鳴吸収装置、フーリェ変換赤外分光光度計

など 43 装置が所有あるいは登録された。 

 

（7）遺伝情報実験施設 

 

 遺伝情報実験施設は、1985（昭和 60）年 4 月 1 日、「国立学校設置法施行

規則」の改正（文部省令第 9 号）によって設置された。1981 年 4 月に設置

された医学部附属遺伝情報実験施設が、学内共同利用施設に改組されて発足

したもので、組換え DNA 研究の推進を目的とした。当初は医学部生化学教

室の一部を借用していたが、1982 年 3 月に基礎研究 B 棟の裏に鉄筋コンク

リート 2階建 635m2の建物が完成し、同年 4月より本格的な活動を開始した。 

 組換え DNA 実験を行うには、遺伝子を組み換えられた生物が外に出ない

ように設備を整える必要があり、規制の緩い方から厳しい方へ P1 から P4

の 4 段階に分かれていた。P1 は整備された普通の微生物実験程度、P2 は安

全キャビネットを備える、P3 では着替え室を設置し、実験室内を負圧にする、

P4 は実験前後に体を洗うシャワー室などが必要となっていた。遺伝情報実験

施設は、P1・P2・P3 レベルの実験室を持ち、安全キャビネットや高圧滅菌

機などの遺伝子操作実験に欠かせない機器のほか、染色体分離装置、DNA

自動合成機などの最新の機器を備え、高度な遺伝子研究が行えるようになっ

ていた。 
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 遺伝情報実験施設

は、①遺伝情報に関す

る研究およびそれに必

要とされる技術の改

良・開発、②遺伝子操

作実験に関する教育・

訓練、③遺伝子操作実

験のための標準試料の

作成・保存および配布

を課題としており、ヒ

ト染色体・遺伝子を対象にして、遺伝病の DNA 診断と病因解析、発癌遺伝

子の構造と発現機構等に関する研究を行い、各種のヒト遺伝子ライブラリー

をはじめ、宿主・ベクターなどの作成・保存および配布を行った。また、遺

伝子情報処理のためのデータベース GENAS の開発と維持を行った。 

 

（8）超高圧電子顕微鏡室 

 

 物質の微細構造を直接観察する手段の 1 つとして電子顕微鏡が登場して以

来、金属、高分子、ならびに生物等の内部構造の研究は長足の進歩をとげた。

しかし、従来の普及型電子顕微鏡の電子加速電圧は 10 ないし 20 万ボルト程

度であったため電子線の物質透過能力は弱く、観察試料は超薄片に限られて

いた。このため試料中の微細構造は物質本来のものから変化をきたし、生物

試料では微細構造の三次元的解析が困難であった。このような障害を避ける

とともに、さらに一歩進んで電子線と物質との相互作用による試料損傷の軽

減や、電子顕微鏡それ自体の性能向上のため、超高圧電子顕微鏡が開発され、

加速電圧が100万ボルト程度であれば操作性もきわめて容易なものが出現し

た。1970（昭和 45）年には大阪大学に 300 万ボルトの超高圧電子顕微鏡が

図 10-24 遺伝情報実験施設 
出典：『九州大学一覧 総括編』1982 年度より 
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設置され、その後全国の主な大学や研究所に 100 万ボルトクラスの超高圧電

子顕微鏡導入の計画がすすめられた。 

 この頃九州大学には、工学部や理学部などに二十数台の電子顕微鏡があっ

たが、その能力は 10 万ボルト程度で、薄い試料しか観察できず、また一段

面に限られていた。こうした状況のなかで、九州大学にも超高圧電子顕微鏡

を設置すべきであるとの要望が高まり、1971 年 3 月 3 日の部局長会議にお

いて九州大学超高圧電子顕微鏡設置準備委員会が設置され、1972 年度から概

算要求が開始された。その結果、1974 年度・1975 年度の 2 か年計画で全学

の共同利用として 100 万ボルトの超高圧電子顕微鏡の設置が認められた。 

 1975 年 12 月 2 日、「九州大学超高圧電子顕微鏡室規則」（資料編Ⅱ－581、

pp.912-913）が制定されて、超高圧電子顕微鏡室が学内措置として設置され、

同年 12 月 15 日には工学部三号館中庭に超高圧電子顕微鏡室の建物 639m2

が完成した。翌 1976 年 3 月には装置の搬入・組立が終わり、専門委員のワ

ーキンググループによる種々の性能チェック、テストが行われ、同年 10 月

15 日から超高圧電子顕微鏡室の共同利用業務が開始された。 

 九州大学に設置された超高圧電子顕微鏡は、日本電子製の JEM-1000 型

で、最高の電子加速電圧は 125 万ボルトとなっており、加速電圧は 25、50、

75、100 および 125 万ボルトの五段可変で、各段の間は 5 万ボルトのステッ

プに分割され、さらにその間は 1000 ボルトに分割されている。この超高圧

電子顕微鏡は、その高い電子加速電圧により厚い試料の観察能力を飛躍的に

強め、また電子線の波長の減少によって制限視野回析領域を大幅に縮小し、

250 オングストローム径の微小領域の電顕像と電子回折像の対応が可能とな

った。 

 設置場所の工学部三号館の中庭は、砂地で地盤が軟弱であり、また西鉄電

車線と国鉄鹿児島本線にはさまれて電子顕微鏡の分解能力に悪影響を及ぼす

震動のおそれがあったため、本体設置場所には数本のコンクリートパイルを

打ち込み、その上にコンクリート基盤と架台を固定し、さらに防震ゴムを介
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して本体を乗せることによって防震措置がとられた。その後超高圧電顕室に

は、補助電顕 JEM-200B と分析電顕 JEM-2000FX が設置されたが、これは

急増する利用に効率的に対処するため、工学部冶金学、鉄鋼冶金学教室の電

子顕微鏡を移設したものである。 

 

（9）特殊廃液処理施設 

 

1970（昭和 45）年 10 月、大学紛争が終息に向かう過程で、理科系の一部

学生は排水問題を取り上げて大学を追及し、翌 1971 年 2 月下旬には福岡市

も排水調査と処理計画の提出を求めた。 

 このため九州大学は、全学の排水処理問題を検討するための専門委員会を

設置し、8 月 13 日には、九州大学の排水路に「人の健康の保護に関する環境

基準」（1970 年 4 月 21 日閣議決定）以上に健康阻害物質を排出しないよう

にすることを目的として「九州大学特殊排水処理要項」を制定した。そして、

1972 年 3 月には、研究教育活動によって発生する無機廃液の適正な処理を

行うため、農学部構内の松林の中に無機系廃液を対象とする特殊排水処理施

設を設置した。 

 この特殊排水処理施設は、全国の大学ではじめて設置されたものであり、

重金属類がアルカリによって沈殿する原理を用いた中和凝集沈殿法を軸に、

微量の重金属はイオン交換樹脂で除くという方法が採用されていた。特殊排

水処理施設の設置以降、重金属を含んだ実験廃液は、いったん樹脂容器に溜

めてこの特殊排水処理施設に運び、完全に処理したうえで博多湾に流される

ことになった。1973 年 4 月には、九州大学の排水に関する重要な事項を調

査・審議するとともに、その適切な管理を期すことを目的として排水管理委

員会が設置された。 

 その後、特殊排水処理施設は廃液量の増加とその内容の変化に対応できな

くなり、さらには諸設備の老朽化への対応と作業環境の改善のため、施設の
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更新が検討されるようになった。1980 年 2 月、排水管理委員会に専門委員

会が置かれて、具体的な施設更新の検討が開始され、1982 年 3 月には、工

学部の応用化学科と合成化学科の中庭に特殊排水処理施設 590m2が竣工し、

4 月から新設備による無機系廃液処理の試運転が開始された。新施設は高度

に自動化されており、広範囲にわたる化学特性をもつ種々の有害物質を含む

廃液を安全、確実に、かつ二次公害を引き起こすことなく処理することがで

きるよう充分な方策がとられていた。翌 1983 年 3 月には、有機廃液の処理

のための実験廃液処理施設 258m2が竣工し、燃焼処理施設の運転が始められ

た。 

 これら 2 つの設備の設置に並行して、環境関連の学内諸規則の改正・制定

が行われ、1982 年 10 月 19 日には「九州大学特殊廃液処理施設規則」が制

定されて、全学共同利用施設として特殊廃液処理施設が設置された（資料編

Ⅱ－582、pp.913-914）。また同日、「九州大学環境保全委員会規則」が制定

されて、九州大学における環境保全に関する重要な事項を審議する環境保全

委員会が設置され、それまでの排水管理委員会は廃止された。施設部に属す

る機械設備の 1 つにすぎなかった特殊排水処理施設が特殊廃液処理施設と改

称され、学内共同利用施設として位置づけられたのである。 

 


